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子会社との合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ

当社は、平成 22 年 11 月 8 日開催の取締役会において、平成 23 年 2 月 1 日を期して、下記の

とおり DIC コンフォートマテリアルズ株式会社（以下、DIC コンフォートマテリアルズ）を当社

に合併することを決定いたしましたので、お知らせいたします。

なお、本合併は、連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省

略して開示しています。

記

1．合併の目的

当社は、化粧板の生産を主たる業務とする 100%子会社として、1965 年に DIC コンフォ

ートマテリアルズを設立し、これまで運営してまいりましたが、このたび、経営資源の選

択・集中に取り組む一環として、グループ内における化粧板生産を縮小することとし、DIC

コンフォートマテリアルズについては、当社に吸収合併することとしました。

2．合併の要旨

（1）合併の日程

合併決議取締役会 平成 22 年 11 月 8 日（月）

合併契約締結 平成 22 年 11 月 30 日（火）

合併承認株主総会 開催いたしません（注）

合併の予定日（効力発生日） 平成 23 年 2 月 1 日（火）

株券交付日 新株式の発行はありません

（注）本合併は、会社法第 796 条第 3 項に定める簡易合併及び同法第 784 条第 1 項に定

める略式合併の規定により、当社、DIC コンフォートマテリアルズにおいて合併

契約書に関する株主総会の承認を得ることなく行うものであります。

（2）合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、DIC コンフォートマテリアルズは解散いたしま

す。

（3）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い



当社、DIC コンフォートマテリアルズ、ともに新株予約権及び新株予約権付社債につき

ましては、該当事項はありません。

（4）合併に係る割当の内容

当合併による株式の発行及び交付金の支払いはありません。

3．合併当事会社の概要（平成 22 年 3 月 31 日現在）

(1) 商号

DIC 株式会社

（存続会社）

DIC コンフォート

マテリアルズ株式会社

（消滅会社）

(2) 事業内容
有機顔料、合成樹脂等の製造・

販売 他
化粧板の製造・販売 他

(3) 設立年月日 昭和 12 年 3 月 15 日 昭和 40 年 3 月 1 日

(4) 本店所在地
東京都板橋区坂下三丁目

35 番 58 号

埼玉県北足立郡伊奈町大字

小室字志久 4506 番 2 号

(5) 代表者の役職/氏名

代表取締役

社長執行役員

杉江和男

代表取締役社長

赤松 康親

(6) 資本金 82,423 百万円 100 百万円

(7) 発行済株式数 792,872,048 株 940,000 株

(8) 純資産 122,829 百万円 1,258 百万円

(9) 総資産 749,866 百万円 534 百万円

(10) 売上高 757,849 百万円 3,366 百万円

(11) 営業利益 27,814 百万円 △5 百万円

(12) 経常利益 19,081 百万円 △8 百万円

(13) 当期純利益 2,540 百万円 △153 百万円

(14) 決算期 3 月 31 日 3 月 31 日

(15) 大株主及び持株

比率

日本トラスティ・サービス信託

銀行（株）（信託口） 7.12%

日誠不動産（株） 6.71%

日本マスタートラスト信託

銀行（株）（信託口） 5.53%

大日製罐（株） 5.38%

第一生命保険（相） 4.42%

DIC 株式会社 100%



注１）平成 22 年 5 月 25 日の「発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ」、平成 22 年 5

月 28 日の「発行新株式数の決定に関するお知らせ」及び平成 22 年 6 月 18 日の「第三者

割当の結果に関するお知らせ」にて適時開示したとおり、本日現在、DIC 株式会社の資本

金は 91,154 百万円、発行済株式数は 919,372,048 株です。

注２）第一生命保険に関しては、平成 22 年 3 月 31 日現在においては相互会社でしたが、平成 22

年 4 月 1 日より株式会社となりました。

4．合併後の状況

本合併後の当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職/氏名、資本金、発行済株式

数及び決算期は、いずれも合併前と変更ありません。

本合併は当社の連結子会社との合併であり、連結業績に与える影響は軽微であります。

以上


